
文化経済・国際課の取組
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文化経済・国際課の事業全体像

R5予算ベース

■国際文化交流・ネットワーク構築の推進

■文化芸術の創造的循環の創出

（１）芸術家等の活動基盤強化
（２）文化芸術エコシステムの形成促進事業
（３）我が国の文化芸術のグローバル展開

（１）東アジア文化交流推進プロジェクト事業
（２）国際文化ネットワークの構築及び文化多様性の保護・促進への対応
（３）国際文化交流・協力推進事業

日本博を契機とした観光コンテンツの拡充（日本博2.0）

■観光インバウンドの需要回復
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文化芸術の創造的循環の創出

背景・課題

令和4年度に実施していた複数の事業を「エコシステム形成」という新たな観点でまとめ、国全体の文化芸術の自律性向上に資することを目指す。

① 文化芸術の自律的運営促進事業 166百万円（新規）
⚫ 文化芸術の自律性を高めるための持続的な運営実現に向けたコンサルテーション及びその実証

文化経済部会報告書（令和3年度）より

事業内容 ⚫ 事業実施期間：令和5～9年度（予定）

文化芸術の自律的・持続的な発展に向けては、文化芸術活動そのものあるいは各領域において、リソースの確保から実際の活動やプロモーションを通じた事業収益
化・それに裨益する効果を得ることによって、更なる再投資が行われ継続的な資源投入と文化芸術活動の促進がなされる「文化と経済の好循環の実現」（いわゆる
エコシステムの構築）が必要である。そこで、①文化芸術領域におけるエコシステム確立のための推進枠組みを形成するとともに、②具体的な事例（≒突破事
例）作りと横展開のために、実証的・実践的な取組を形成・実行する。

【令和4年度 】

２. 文化芸術エコシステムの形成促進 212百万円

アーティストのグローバル展開

活字文化のグローバル発信

アートエコシステム形成事業

美術品DX事業

日本文化海外発信推進事業

３. 文化芸術のグローバル展開の推進 1,132百万円

⑤ 世界から人を惹きつけるグローバル拠点形成の推進 527百万円（新規）
⚫ 国際的なアートフェアの誘致、音楽イベント等への伴走型支援等

④ 我が国アートのグローバル展開推進事業 152百万円（新規）
⚫ 国際的なアートフェアへの出展等支援、拠点化支援等

② アートエコシステム基盤形成促進事業 46百万円（新規）
⚫ 公的鑑定評価制度の創設に係る実証事業、美術品管理適正化事業

「土壌」作り

価値づけ
活動

資金の再投入

循環システム ①

②

文化芸術の循環システムの構築

自律的で持続可能な経営

土
壌
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り
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値
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【令和5年度 文化芸術の創造的循環の創出（1,425百万円）】

① トップアーティスト人材発掘・国際的活動支援事業 201百万円（201百万円）
⚫ トップ人材発掘支援、新進芸術家海外研修等

③ 活字文化のグローバル発信・普及事業 65百万円（新規）
⚫ 海外展開のための外国語の企画書・サンプル訳の作成支援、翻訳家の発掘・育成等

１. 芸術家等の活動基盤強化 81百万円（78百万円）

⚫ フリーランスの芸術家を含む文化芸術関係者の活動環境の改善に向けた取組の実施

文化経済戦略推進事業

芸術家等の活動基盤強化事業

国際文化芸術拠点形成事業

② 新進芸術家海外研修 187百万円（173百万円）
⚫ トップ人材発掘支援、新進芸術家海外研修等

令和5年度予算額（案） 1,425百万円

（前年度予算額 1,277百万円）
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文化芸術の自律的運営促進事業

背景・課題

文化芸術事業を実施する事業主体が抱える課題の解決に向けた
伴走型支援を実施する。まずは、文化芸術の組織や事業を取り上
げ、そこに集中的にコンサルティングを行うことにより、既存組織／事
業の効果を高める。併せて、課題解決に向けた実証を行う。必要に
応じて、事業補助を行い、その効果検証等を共同で行う。

①事業運営コンサルティング 80百万円
20百万円×4事業＝80百万円

②実証事業等実施 72百万円
18百万円×4事業＝72百万円

③事務局運営等 11百万円

事業内容

令和5年度予算額（案） 166百万円

（ 新 規 ）

事業力強化
地域連携強化

参加者数増
認知度向上

事業評価向上
プレゼンス向上

資金獲得の
機会増加

伴走型支援

自律的、
継続的な
事業の発展

文化芸術エコシステムの形成促進

⚫ 事業実施期間：令和5～9年度（予定）

文
化
庁

支
援
事
業
者

事
業
実
施
主
体

委託
【伴走型支援】
・事業ブランディング
・事業構築
・広報プロモーション
・人材育成
・運営体制構築
・他分野連携強化
・資金調達
・事業評価手法

【実証事業】
・伴走型支援で必要
性が明確になった事
業を実施

令和3年12月に文化審議会に新設した文化経済部会では、文化芸術の持続的発展のためには、文化芸術の土壌を耕し、活動の基盤を作ることにより、新たな文
化芸術を生み出すことと、生み出された文化芸術を価値づけし、需要を作り出すことによって、投資の機会を作り、さらに土壌を耕す原資とする「創造的循環」を作り
出す「文化芸術のエコシステム」を構築すること、また、そこへの支援が必要と報告された。本事業では、エコシステム構築に向けた支援をどのように行うか、具体的な事
業を対象に実証を行いながら、スキーム化を目指す。

文化芸術領域の自律性を高めることは、
補助金に頼らないだけでなく、事業の質を
高めることにつながる。このことを通して、
文化芸術領域が国民の支持・支援につ
ながっていくことを目指していく。

初期（令和6年頃）:実証事業の中から実際に自律的運営を達
成する事業をつくる

中期（令和9年頃）：文化庁補助事業のうち、全事業経費に
占める補助金割合が50%以下のイベント／組織の数が増加。

長期（令和14年頃）：補助金によらない事業を文化芸術の各
分野に一定以上の割合で形成する

⚫ 支援実施事業数 （年間4
件、総数（予定）20件）

アウトプット(活動目標） アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響）、
目指すべき姿
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◼ 「企業版ふるさと納税」は、地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄附
について、法人関係税を税額控除する仕組みであり、平成28年度より措置されている。

◼令和２年度に行われた抜本的な制度拡充によって、企業は寄附額の「９割」相当額が
税額控除等の対象となり、自治体での制度活用のハードルも下がるなど、使いやすい制
度となってきている。

年度別の寄附実績

企業版ふるさと納税

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/pdf/R03_keinen_zisseki.pdf

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/pdf/R03_keinen_zisseki.pdf
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◼企業へのメリットについては、税額控除のみならず、「寄附を行うことの代償として経済的な
利益を供与すること」に当たらない形で、法人が享受できるメリットが明確化されている。

企業版ふるさと納税に関するQ＆A（抜粋）

■禁止される具体例（基本は、個別具体的に判断）
○商品券やプリペイドカードなど換金性が高い商品を提供すること。
○寄附を行うことを公共事業の入札参加要件とすること。
○まち・ひと・しごと創生寄附活用事業により整備された施設を専属的に利用させること。

■許容される具体例
○寄附企業に対し、感謝状その他これに類するものを贈呈すること。
○地方公共団体のホームページ、広報誌、県政広報番組等において、まち・ひと・しごと
創生寄附活用事業を紹介するのにあわせ、寄附企業の名称を他の寄附者と並べて
紹介すること。
○まち・ひと・しごと創生寄附活用事業により整備された施設等に銘板等を設置し、
寄附企業の名称を他の寄附者と並べて列挙すること。
○社会通念上許容される範囲内で記念品その他これに類するものを贈呈すること

■法人にとってのメリットの例示
○寄附による社会貢献を通じた法人のイメージアップや認知度の向上
○地域社会の活力向上などへの貢献
○創業地など縁のある地域への恩返し
○事業分野以外の分野を含む地方公共団体の地方創生プロジェクトへの支援による、
SDGｓ達成に向けた取組みの推進、ESG に配慮した経営の遂行
○地方公共団体をはじめ、当該地方公共団体による地方創生プロジェクトに関わる
多様な主体との新たな関係の構築

←禁止

企業版ふるさと納税の企業側のメリット（特別の利益）



7

◼寄附の受入れに際しては、①庁内の体制づくり→②企業のリストアップ→③企業へのアプローチ→
④寄附受入れ→⑤寄附受入れ後のフォローアップ、というプロセスを取ることが一般的。

◼内閣府主催のマッチング会も開催されている。また、民間主催のマッチング会も開催されている。

寄附の受入れに向けた具体的な取組
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(その他、東アジア文化都市関係行事・会議への旅費等）

背景・課題

事業内容

東アジア文化交流推進プロジェクト事業

2012年の第4回日中韓文化大臣会合で合意された「東アジア文化都市」(日中韓３か国で選定した都市において文化芸術活動を集中的に実施)により、

東アジア地域における文化交流・人的交流を一層発展させ、将来に向かって同地域の連帯感と文化的な共生と創造に資する。

また、東アジアやASEAN諸国との間で文化人、芸術家の交流事業を実施し、相互理解を促進するともに、アジアからの文化発信を目指す。特にコロナ禍に

おける取組として、オンライン等を通じた新たな交流方式を活用した文化発信を目指すとともに、日本が強みを有する分野での文化協力事業を実施する。

①東アジア文化都市中韓交流の実施 41百万円(41百万円)

②東アジア芸術家・文化人等交流・協力の実施 44百万円(48百万円)
東アジア諸国との文化交流事業・人的交流を通じた人材の育成・東アジア
との文化協力を促進させる事業を実施。
（事業例）日中韓芸術祭 日中韓文化芸術教育フォーラム ASEAN文化交流・協力
事業（アニメーション・メディアアート・映画分野）

⚫ 件数・単価：3箇所×約1,400万円
⚫ 交付先：企業、教育機関等

３か国共同事業と位置づけた交流事業において、中韓への我が国の文化
芸術団体等の派遣及び中韓の文化芸術団体等の我が国への招へいを実施。
さらに青少年の文化交流を推進。
⚫ 件数・単価：１箇所×約4,000万円
⚫ 交付先：東アジア文化都市の実行委員会等

横浜市（2014年） 新潟市（2015年） 奈良市（2016年） 京都市（2017年） 金沢市（2018年） 豊島区（2019年）
北九州市

（2020年・2021年）
大分県

（2022年)
静岡県

（2023年)

✓ 期間中100事業
実施

✓ 来場者は約280
万人

✓ 期間中295事業
実施

✓ 来場者は約357
万人

✓ 期間中112事業
実施

✓ 来場者は約127
万人

✓ 期間中129事業
実施

✓ 来場者は約50
万人

✓ 期間中172事業
実施

✓ 来場者は約92
万人

✓ 期間中397事業
実施

✓ 来場者は約350
万人

✓ 期間中214事業
実施

✓ 来場数は約164
万人

ー ー

アウトプット（活動目標）令和５年度末 アウトカム（成果目標）
インパクト（国民・社会への影響）

東アジア文化都市中韓交流事業の委託件数
（令和5年度目標） 2件

委託事業内におけるプログラム実施件数
（令和5年度目標) 13件

地方都市のグローバル展開、東アジア
における相互理解の促進、我が国の文
化芸術関係者のグローバル化促進、
ASEAN+3における我が国のプレゼンス
向上に寄与

令和5年度予算額（案） 87百万円

（前年度予算額 91百万円）

※各事業数は自治体独自の事業等も含む



事業実施による効果の例

2020・2021年 北九州市の成果

・ コロナ禍での開催であり、数々の事業の延期や中止が相次いだが、感染症拡大防止対策を実施しながら、
214件の事業を実施。

・ ウェブ等を活用した、これまでにない新たな交流や表現の方法を工夫し、オンライン参加も含めて約164万人が参加。



●2017年（京都市）「アジア回廊－Asia Corridor」

●2014年（横浜市）「ヨコハマ砂の彫刻展」

●2015年（新潟市）「青少年交流in新潟」

●2016年（奈良市）
「古都祝奈良～時空を超えたアートの祭典」

東アジア文化都市の主な取組事例

●2018年（金沢市）まちなか展覧会「変容する家」

●2019年（豊島区）「交流事業特別公演」

●2020・2021年（北九州市）「Art for SDGs」、「閉幕式典」



日本博を契機とした観光コンテンツの拡充 令和５年度当初予算額（案）2,456百万円
（前年度予算額 1,440百万円）
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2025年大阪・関西万博に向けて、文化資源を活用した観光コンテンツの磨き上げや創出を行うとと
もに、戦略的プロモーションを推進し、観光インバウンドの需要回復及び地方誘客・消費拡大を促進
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